
「全国⼀⻫」商慣習⾒直し運動について

取組内容
(1) 昨年に引き続き、令和５年10⽉30⽇を「全国⼀⻫商慣習⾒直しの⽇」とし、この⽇までに以下の取組を実施す

ることを、業界団体等を通じて⾷品関連事業者に呼びかけ。
※この呼びかけは任意のものであり、サプライチェーンにおける⾷品ロスの削減という本運動の趣旨に賛同する事業者

の⽅に、⾃発的に取り組んでいただくものです。
(ア)⾷品⼩売業者
加⼯⾷品の納品期限の緩和（特に、賞味期間180⽇以上の⾷品を推奨）
(イ)⾷品製造業者
賞味期限表⽰の⼤括り化（年⽉表⽰、⽇まとめ表⽰）（特に、賞味期間180⽇以上の⾷品を推奨）
賞味期限の延⻑

(2) 納品期限の緩和、賞味期限表⽰の⼤括り化及び賞味期限の延⻑に取り組む企業を募集し、事業者名を公表
（今後取り組む予定の企業も公表対象）（10/30を予定）

(3) ⾃社の⾷品ロス削減やリサイクルの取組をPR
取組内容の分かる⾃社ウェブページのアドレス⼜は事例紹介フォーマットを、農林⽔産省のウェブページで掲載

 令和５年10⽉30⽇までに全国⼀⻫で商慣習を⾒直すことを呼びかける運動を実施。
 8⽉10⽇より募集開始。10⽉30⽇（⽉）に結果を公表。
 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/syokansyu/torikumi202
3.html

【公表結果】令和５年10⽉30⽇時点の取組事業者数（予定含む）
・納品期限の緩和︓297事業者（令和４年10⽉時点︓240）
・賞味期限表⽰の⼤括り化︓318事業者（令和４年10⽉時点︓267）
・賞味期限の延⻑︓269事業者（令和４年10⽉時点︓182） 1

※ フードバンク・⼦ども⾷堂等への⾷品寄附に取り組む事業者についても昨年に引き続き、同⽇公表予定。
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資料３

【啓発資材の例】

 ⼩売事業者と消費者が連動した⾷品ロスの削減に向けた取組を後押しするため、⾷品⼩売事業者に対して、
店舗にて、⾷品ロス削減のための啓発活動を⾏うことを呼びかけ。

 令和５年10⽉の⾷品ロス削減⽉間に、普及啓発資材等を活⽤して消費者への啓発活動を実施する⼩売
事業者及び外⾷事業者、事業者へ⾷品ロス削減の普及啓発を呼びかける地⽅⾃治体を募集し、
109事業者及び84⾃治体の事業者名等を公表。
(https://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/keihatsu/2023.html)

【活⽤の例】

「てまえどり」の取組が⾷品スーパー・⽣協にも拡⼤︕

（どなたでもダウン
ロード可能です）

2

消費者への啓発（⾷品ロス削減⽉間）

1



＜事業イメージ＞＜事業の内容＞
１．⾷品ロス削減総合対策事業 153（153）百万円

① ⾷品ロス削減等推進事業
（⾷品ロス削減等課題解決事業）

⺠間事業者等が⾏う⾷品ロス削減等に係る新規課題等の解決に必要な経費を
⽀援します。（例︓商慣習の⾒直しの検討、⾷品ロス削減等に係る優良事例調査
等）
（⾷品事業者からの未利⽤⾷品提供の推進等）

ア ⾷品事業者からフードバンク等への寄附による未利⽤⾷品の取扱いの拡⼤に向
けた⾷品衛⽣管理⽔準の向上、物品管理や効率的な配送システムの構築に必要
なノウハウ獲得等を促進するため、専⾨家派遣等によるサポートを実施します。

イ ⾷品事業者とフードバンク等による広域連携等の先進的な取組に対し、未利⽤
⾷品の輸配送費、倉庫・⾞両等の賃借料、情報交換会等の開催費等を⽀援しま
す。

② ⾷品ロス削減調査等委託事業
⾷品ロス実態把握のため⾷品関連事業者のデータベースの整備を実施します｡

２．プラスチック資源循環の推進 33（33）百万円
⾷品産業における環境配慮設計に関する情報収集や周知活動、持ち帰り容器のプラ

スチック削減に関する調査、漁業者等が連携した海洋プラスチックごみの資源循環の取組
農畜産業における廃プラスチックの排出抑制と循環利⽤の推進に向けた先進的事例調査
プラスチックを使⽤した被覆肥料に関する調査等の取組を⽀援します。

⾷品ロス削減・プラスチック資源循環の推進

＜対策のポイント＞
フードサプライチェーンにおける課題解決や未利⽤⾷品の提供等を通じた⾷品ロス削減の取組、農林⽔産業・⾷品産業におけるプラスチック資源循環の

取組を⽀援します。

＜事業⽬標＞
○ 2000年度⽐で事業系⾷品ロス量を半減（273万t［2030年度まで］）
○ 海洋プラスチックごみによる追加的な汚染をゼロまで削減［2050年まで］

【令和６年度予算概算要求額 186（186）百万円】

プラスチック

［お問い合わせ先］
⼤⾂官房新事業・⾷品産業部外⾷・⾷⽂化課（03-6744-2066）

未利⽤⾷品の提供

メーカー・
卸・⼩売 等

フードバンク⾷品関連
事業者

⽣活困窮者
こども⾷堂
福祉施設 等

こども⾷堂等フードバンク

漁業者等が連携した海洋プ
ラごみの資源循環の取組

漁業
農畜産業由来の廃プラの排
出抑制・資源循環利⽤の推
進に向けた調査・肥料被覆
殻流出防⽌に向けた調査等

農畜産業

ハウスフィルム サイレージラップ 被覆肥料

・専⾨家派遣等（⇒⾷品衛⽣管理向上）
・先進的取組⽀援（⇒広域連携による取扱拡⼤）

＜事業の流れ＞

（１①⾷品事業者からの未利⽤⾷品提供の推進等のイの事
業）

委託、補助（定額）

国

⺠間団体等
(独法を含む)

（ １①⾷品事業者からの未利⽤⾷品提供の推進等のイの事業 以外の事業）

補助（1/2以内）
⺠間団体等

環境配慮設計に関する情報
収集や周知活動等の取組、
持ち帰り容器のプラスチック削
減に関する調査

⾷品産業

環境配慮された
容器包装を
使⽤した⾷品

事業者※

参照

※原料として⾷品を
購⼊し、使⽤済容器
包装を産業廃棄物と
して排出する者

ユーザー
事業者・消費者

啓発

消費者・
⼩売業者

参照
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＜事業イ メ ー ジ＞＜事業の内容＞
１．専⾨家派遣等

⾷品事業者からフードバンク等への寄付による未利⽤⾷品の取扱いの拡⼤に向け
た⾷品衛⽣管理⽔準の向上、物品管理や効率的な配送システムの構築に必要なノ
ウハウ獲得等を促進するため、専⾨家派遣等によるサポートを実施します。

フードバンクにおける⾷品の取扱量拡⼤に向け、⾷品事業者とのマッチングやフード
バンク間のノウハウ共有等を推進するためのサポートを実施します。

２．先進的取組⽀援
遠隔地の⾷品事業者とのマッチングなど、県域を跨いだ広域のフードバンク活動を加

速させ、地域単位では処理できない⾷品事業者からの⼤量の未利⽤⾷品の受け⽫
となる⼤規模かつ先進的な取組を⾏うフードバンクに対して、輸配送費、倉庫・⾞両
等の賃借料、情報交換会の開催費等、先進的取組に必要な経費を⽀援します。

⾷品ロス削減総合対策事業のうち
⾷品事業者からの未利⽤⾷品提供の推進等

＜対策のポイント＞
⾷品事業者からフードバンク等への未利⽤⾷品の提供による⾷品ロス削減を図るため、⾷品衛⽣管理⽔準の向上や効率的な配送システムの構築等フード
バンク活動の強化に向けた専⾨家派遣等によるサポートを実施するとともに、広域連携等の先進的な取組を⾏う団体を⽀援します。

＜事業⽬標＞
2000年度⽐で事業系⾷品ロス量を半減（273万t［2030年度まで］）

【令和６年度予算概算要求額 100百万円】

［お問い合わせ先］
⼤⾂官房新事業・⾷品産業部外⾷・⾷⽂化課（03-6744-2066）

フードバンク
⾷品関連
事業者

メーカー・卸・
⼩売等

こども⾷堂等

・こども⾷堂、宅⾷
・⽣活困窮者
・福祉施設 等

専⾨家派遣等
・⾷品衛⽣管理⽔準の向上
・効率的な配送システムの構築
・フードバンク間の事例・ノウハウ共有

等

先進的取組⽀援
・ 未利⽤⾷品の輸配送費
・ ⼀時保管⽤倉庫、運搬⽤⾞両、⼊出庫管理機器等の賃借料
・ 広域連携に向けた関係者との検討会・情報交換会の開催

等

＜事業の流れ＞

国

委託

（１の事業）⺠間団体

（２の事業）⺠間団体等
補助

（1/2以
内）

4
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＜事業イ メ ー ジ＞＜事業の内容＞

１．⾷品ロス削減緊急対策事業

⼤規模かつ先進的な取組を⾏うフードバンク等に対して、輸配送費、倉庫・⾞両等

の賃借料、情報交換会の開催費等、先進的取組に必要な経費を⽀援します。

⾷品ロス削減緊急対策事業

＜対策のポイント＞
⾷品原材料価格の⾼騰等の厳しい社会経済環境の中、⾷品の安定供給を図る観点から、⾷品ロスの削減が重要となっています。未利⽤⾷品の提供等を

通じた⾷品ロスの削減を推進するため、その受け⽫となる⼤規模かつ先進的な取組を⾏うフードバンク等を⽀援します。

＜事業⽬標＞
2000年度⽐で事業系⾷品ロス量を半減（273万t［2030年度まで］）

【令和５年度補正予算額 350百万円】

［お問い合わせ先］
⼤⾂官房新事業・⾷品産業部外⾷・⾷⽂化課（03-6744-2066）

⾷品関連
事業者 フードバンク⾷品関連

事業者
メーカー・卸・
⼩売等

こども⾷堂等こども⾷堂等

・こども⾷堂、宅⾷
・⽣活困窮者
・福祉施設 等

⼤規模かつ先進的な取組の⽀援
・ 未利⽤⾷品の輸配送費
・ ⼀時保管⽤倉庫（冷蔵・冷凍庫含む）、運搬⽤⾞両、
⼊出庫管理機器等の賃借料

・ 広域連携に向けた関係者との検討会・情報交換会の開催 等

＜事業の流れ＞

国 ⺠間団体
定額

フードバンク等
定額
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03-5953-5331
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食品廃棄物等の発生抑制に向けた取組の情報連絡会 

開催要領 

 

 

第１ 趣旨 

  食品ロス削減は、国連の持続可能な開発目標（SDGs）のターゲットの一つとして

掲げられている世界共通の課題であり、我が国においても「食品循環資源の再生利

用等の促進に関する法律（食品リサイクル法）」の基本方針の中で、事業系の食品ロ

スを 2030 年度までに 2000 年度比で半減させる目標を定めている。 

令和５年６月２日には、食料安定供給・農林水産業基盤強化本部において「食料・

農業・農村政策の新たな展開方向」が取りまとめられ、食品産業（食品製造業、外

食産業、食品関連流通業）の持続的な発展に関する施策の一環として、食品ロス削

減に向けて、従来の製造段階での製造の効率化、賞味期限延長のための技術開発、

納品期限（１/３ルール）等といった商慣習の見直しのほかに、食品廃棄量の情報に

加え、新たにフードバンクへの寄附量の開示を促進するなど食品事業者の取組を促

進することとされた。 

食品廃棄物等の発生抑制は、食品リサイクル法基本方針の中でも食品循環資源の

再生利用等の手法の最優先事項に位置付けられており、特に、昨今の物価高騰など、

国民一人一人の食品アクセスの観点からも、発生抑制の取組のうち、フードバンク

への寄附の取組の重要性が高まっている。 

こうした状況の下、これらの取組は、食品関連事業者が個別に取り組む競争領域

ではなく、行政・食品業界・消費者で協調することが重要との認識の下、これらに

取り組む上での課題、その解決策等について、関係者が相互に共有・発信すること

を目的として、「食品廃棄物等の発生抑制に向けた取組の情報連絡会」（以下「連絡

会」という。）を開催する。 

 

第２ 構成員及び運営 

(1) 連絡会の構成員は、連絡会の趣旨に賛同する団体及び個別事業者とする。 

(2) 連絡会には、必要に応じて分科会を設置することができる。 

 

第３ 議事の公開 

(1) 連絡会は、原則として非公開とし、議事については要旨を作成し、各構成員の

了解を得た上で、これを公開する。 

(2) 連絡会で使用した資料については、原則として公開する。 

 

第４ 事務局 

連絡会に係る事務は、農林水産省大臣官房新事業・食品産業部外食・食文化課に

おいて処理する。 
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⾷品廃棄物等の発⽣抑制に向けた取組の情報連絡会

（ろすのん）

外 食 ・ 食 文 化 課

１

⽇本の⾷品ロスの状況（令和３年度推計）

約523万トン

資料︓総務省⼈⼝推計(2021年10⽉1⽇)
令和2年度⾷料需給表（確定値）

約279万トン
事業系

⽇本の「⾷品ロス量」
国⺠１⼈当たり⾷品ロス量

1⽇ 約114ｇ
※ 茶碗約1杯（約150ｇ）の

ご飯の量に近い量

年間 約42kg
※ 年間1⼈当たりの⽶の消費量

（約51kg）に近い量家庭系
約244万トン

13



２

事業系⾷品ロス削減に関する⽬標

事業系⾷品ロス量（万トン）

547

438 418
372

344 331 330 339 357 352
328 324 309

275 279 273

0

100

200

300

400

500

600

半減⽬標
（273万トン）

【⽬標】 2000年度⽐（547万トン）で、2030年度までに半減させる（273万トン）
※⾷品リサイクル法の基本⽅針(2019年７⽉)、⾷品ロス削減推進法の基本⽅針(2020年３⽉）において設定。
※起点となる2000年度は、⾷品リサイクル法成⽴の年度

【⽬標達成に向けた考え⽅】
異業種との協働による取組や消費者も⼀体となった更なる機運醸成や⾏動変⾰等、様々なステークホル

ダーとの連携が必須であり、これをなくして本⽬標の達成は困難。

（参考）家庭系⾷品ロス
事業系と同様に、2000年度⽐で2030年度までに半減させる⽬標を設定
（※「第四次循環型社会形成推進基本計画」において設定（2018年６⽉））

⾷品ロス削減に向けた基本的な考え⽅と取組

⾷品関連事業者

発⽣抑制

３

⾼

低

再⽣利⽤、熱回収等

 商慣習の⾒直し
－納品期限の緩和
－賞味期限の延⻑
－賞味期限の年⽉表⽰化

 需要に⾒合った製造・販売等
 フードバンク等との連携
 「⾷べきり」「持ち帰り」の促進 等

優先度
（⾷品リサイクル法の基本⽅針）

主な取組

約279万ｔ
事業系⾷品ロス量

事業系⾷品廃棄物等 1,670万トン
（令和3年度推計）

発⽣抑制してもなお発⽣してしまう場合

〇⾷品リサイクル法の基本⽅針では、⾷品廃棄物等の発⽣抑制（フードバンクへの寄附等を含む）が最優先
〇⾷品廃棄物の発⽣抑制、⾷品ロス削減に向けては、商慣習の⾒直しなど、消費者を含むフードチェーン
全体での取組が重要。

本来⾷べられるにもかかわらず
廃棄されている⾷品
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⾷品産業・消費者等の役割

４

国等消費者外⾷⼩売卸売製造

商慣習の⾒
直し

需要に⾒
合った製造、
販売等

フードバンク
等との連携

「⾷べきり」
「持ち帰り」
の促進 等

 納品期限の緩和（１/３ルール、短いリードタイム等）

 中⾝に問題なければ包装等のキズ・汚れを許容

 期限表⽰の
適正理解

 ⼈や社会、地
球環境に配
慮した製品を
選んで消費す
る「エシカル消
費」の実践

 発⽣抑制、
⾷品ロス削減
に積極的に取
り組む事業者
を積極利⽤

 てまえどり、⾷
べきり、持ち帰
りの実践

 てまえどり、⾷べきり、持ち帰りの促進

 需要予測の⾼度化

 ⼩容量化等  ⼩容量化等

 販売⽅法等の⼯夫（値引き、予約販売、受注⽣産、端材の有効活⽤等）

 フードバンクへの寄附、フードシェアリングの活⽤等

 発⽣抑制、
⾷品ロス削減
の意義につい
て周知徹底、
普及啓発

 取組の⽀援、
取組事例の共
有、横展開の
促進

 実態調査、
検討

 関係者の連携
体制の構築

など

 ⾷品ロス削減等の取組の促進
（寄附に係る税制の活⽤、⾷品廃棄量・フードバンクへの寄附量の開⽰等）

⾷品産業・消費者・⾏政が⾷品廃棄物の発⽣抑制の意義を理解し、⾷品ロス削減に向けた⾏動をとる
ことが必要。このため、それぞれの役割を果たしながら協調していくことが重要。

 賞味期限の
年⽉表⽰化

 賞味期限の
延⻑
（安全係数⾒直し、
技術開発等）

５

政府の動き等
農林⽔産省では、制定から約20年が経過した⾷料・農業・農村基本法の⾒直しに向けた検討を実施中。
その⽅向性を⽰す、「⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向」を決定。

【⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向（抜粋）】
（令和5年6⽉2⽇付⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部決定、本部⻑︓総理）
２ ⾷料の安定供給の確保
（８）⾷品産業（⾷品製造業、外⾷産業、⾷品関連流通業）の持続的な発展

⾷品ロスの削減に向けては、製造段階での製造の効率化、賞味期限延⻑のための技術開発、
納品期限（1/3ルール）等の商慣習の⾒直しとともに、⾷品廃棄量の情報に加えて、フードバンクへ
の寄附量の開⽰を促進するなど、⾷品事業者の取組を促進する。

【参考】
〇 「新たな展開」⽅向では、「円滑な⾷品アクセスの確保」の観点からも、「2024年問題」などのトラックドライバーの⼈⼿不⾜の
深刻化を踏まえ、物流の⽣産性向上に向けた商慣⾏の⾒直しの必要性も明記されている。

開催の⽬的
〇 ⾷品廃棄物等の発⽣抑制、⾷品ロス削減を効果的に進めるためには、⾷品業界・消費者・⾏政で協調し、取り組む
ことが必須。

〇 取組を進める上での課題やその解決策等を相互に共有・発信する場を創出し、国⺠運動として⾷品ロス削減の
更なる推進を図る。

⾷品廃棄物等の発⽣抑制に向けた取組の情報連絡会（趣旨・⽬的）
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食品廃棄物等の発生抑制に向けた取組の情報連絡会
事務局：農林水産省

その他食品製造 食品卸売 食品小売 外食
（
一
財
）
食
品
産
業
セ
ン
タ
ー

（
公
財
）
流
通
経
済
研
究
所

日
本
チ
ェ
ー
ン
ス
ト
ア
協
会

（
一
社
）
日
本
フ
ー
ド
サ
ー
ビ
ス
協
会

・・・・・・

（
一
社
）
全
国
ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
協
会

（
一
社
）
日
本
フ
ラ
ン
チ
ャ
イ
ズ
チ
ェ
ー
ン
協
会

（
一
社
）
日
本
ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
協
会

・・・

（
一
社
）
日
本
加
工
食
品
卸
協
会

・・・

全
日
本
菓
子
協
会

（
一
社
）
日
本
冷
凍
食
品
協
会

（
公
社
）
日
本
缶
詰
び
ん
詰
レ
ト
ル
ト
食
品
協
会

（
一
社
）
全
国
清
涼
飲
料
連
合
会

・・・

オブザーバー：消費者庁、環境省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、地方農政局等

（
一
社
）
日
本
即
席
食
品
工
業
協
会

（
一
社
）
日
本
パ
ン
工
業
会

オ
ー
ル
日
本
ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
協
会

（
一
社
）
日
本
ホ
テ
ル
協
会

個
別
事
業
者

個
別
事
業
者

個
別
事
業
者

個
別
事
業
者

（
一
社
）
全
国
消
費
者
団
体
連
絡
会

主
婦
連
合
会

フ
ー
ド
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
・
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（※

）

※フードサプライチェーン・サステナビリティプロジェクト（FSP）
（⼀社）⽇本課加⼯⾷品卸協会、⼩売３団体（（⼀社）⽇本スーパーマーケット協会、（⼀社）全国スーパーマーケット協会、オール⽇本スーパーマーケット協会）、
⾷品物流未来推進会議（SBM）：味の素（株）、カゴメ（株）、キッコーマン⾷品（株）、キユーピー（株）、⽇清オイリオグループ（株）、（株）⽇清製粉ウェルナ、ハウス⾷品グループ（株）、（株）Mizkan

⾷品廃棄物等の発⽣抑制に向けた取組の情報連絡会の構成

6

情報連絡会と商慣習検討ワーキングチームの関係性について

〇 ⾷品ロスの⼀層の削減に向けて、⾏政・⾷品業界・消費者で協調して、取り組むために新たに設置
〇 商慣習の⾒直しに取り組む上での課題や問題点、その解決策等について、相互に共有・発信する場を
創出し、国⺠運動として⾷品ロス削減を推進

⾷品製造業
（14社・団体）

⾷品卸売業
（４社）

⾷品⼩売業
（８社・団体） 有識者等

〇 ⾷品関連事業者や有識者等を構成メンバーとし、商慣習の⾒直しの検討を実施
〇 令和5年度は、「⽇配品の商慣習に関する検討会」と「加⼯⾷品の商慣習に関する検討会
をそれぞれ設置し、検討会を実施

⾷品ロス削減のための商慣習検討ワーキングチーム

【令和5年度構成メンバー】

⾷品廃棄物等の発⽣抑制に向けた取組の情報連絡会

情報連絡会で出された課題や
問題点を調査・分析等

調査・分析等の結果をフィードバック

７
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8

第
３
回

第
２
回

2024年３⽉（予定）
 ⾷品関連事業者各社の取組報告（フードバンク活動）
 未利⽤⾷品の有効活⽤に係る取組の拡⼤に向けた意⾒交換

第
１
回

2023年10⽉31⽇（⽕）
 ⾷品関連事業者各社の取組報告（商慣習の⾒直し）

 商慣習の⾒直しに係る取組の拡⼤に向けた意⾒交換

昨年９⽉の野村前⼤⾂メッセージ 「期限内⾷品はすべて消費者へ」の取組＊を中⼼に報告
＊ 納品期限の緩和、賞味期限の安全係数、「年⽉」表⽰等

以降、半年に１回程度の頻度で開催
␚

今後の進め⽅（案）

回ごとにテーマを決めて、取組事例等を発表。関係者でテーマごとの課題等を共有、課題解決に向けた
意⾒交換を実施。この取組は中央の取組に留まらず、地⽅の取組についても取り上げる予定。

【今後想定されるテーマ】
商慣習の⾒直し、フードバンクへの寄附に係る税制（損⾦算⼊）の活⽤、フードバンク団体への寄附
量の開⽰、持ち帰り（モッテコ等）の推進、持ち帰りのためのガイドライン等

９

期限内⾷品ロス最⼩化対策の強化に関する⼤⾂メッセージ （参考）

食品製造流通事業者の皆様へ
期限内食品はすべて消費者へ

食品原材料価格が高騰する中、コストの削減と値上げ幅の緩和を図っていくためには、期限
内食品を消費者に売り切っていくこと、またあわせて、それでも発生する期限内食品を生活困
窮者に寄附していくことが社会全体で強く求められています。これらはいずれも食品ロスの削
減にも貢献するものであります。

これを進めるためには、「期限内食品はすべて消費者に届ける」との思いの下、川上から川
下までの関係者が、共に取り組んでいくことが不可欠です。社会経済環境が厳しい中、食品の
安定供給を担う農林水産大臣として、改めて、納品期限の緩和をはじめとする以下の取組を徹
底し、また、拡大していただくようお願い申し上げます。

10

（食品小売・卸売事業者の皆様へ）
① 納品業者に対して厳しい納品期限を求め

ていませんか。
未だに３分の１ルールをとっている場合は
直ぐに緩和してください。

（食品製造事業者の皆様へ）
② 賞味期限の安全係数を過度に低く設定し

ていませんか。
安全係数は0.8以上を目安としてください。

③ 賞味期限が３カ月を超えるものを「年月
日」の表示にしていませんか。「年月」の
大括り表示にしてください。

（全ての食品製造流通事業者の皆様へ）
④ 期限内であるにもかかわらず消費者への

販売に至らない食品は、フードバンクや子
ども食堂に寄附してください。提供に要す
る費用は損金算入もできます。

⑤ 有価証券報告書・統合報告書において、
フードバンクへの寄附等食品ロス削減に関
するそれぞれの取組を世の中に向けて発信
してください。

令和４年９月29日
農林水産大臣 野村哲郎
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